
 資料２  

「北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会」規約（案） 

（設置） 

第１条 北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、北陸地方における建設界の担い手をめぐる現状や課題に関する認識を共

有し、建設界の担い手不足に対し、建設関係団体、教育機関、関係行政機関等が一体となっ

て担い手の確保・育成の取組みを推進することを目的とする。 

 

（構成員） 

第３条 協議会の構成員は、別紙１のとおりとする。 

 

（座長） 

第４条 協議会の座長は、北陸地方整備局長をもってあたる。 

２ 座長に事故があるときは、構成員のうちから座長が指名する者が、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第５条 協議会の会議は、座長が招集する。 

２ 構成員は、あらかじめ指名した者を代理として会議に出席させることができる。 

３ 座長が必要と認めるときは、構成員以外の者に対し、協議会に出席してその意見を述べ

又は説明を行うことを求めることができる。 

 

（部会） 

第６条 地域における特定の課題等について検討を行うため、新潟、富山、石川の各県に部

会を置く。 

２ 各部会は、別紙２に掲げる会員をもって構成する。 

３ 各部会の部会長は、別紙２のとおりとする。 

４ 部会長が必要と認めるときは、会員以外の者に対し、部会に出席してその意見を述べ又

は説明を行うことを求めることができる。 

 

（事務局） 

第７条 会議および部会の庶務は、北陸地方整備局企画部及び建政部が関係機関の協力を得

て処理する。 

 

（雑則） 

第８条 この規約に定めるもののほか、会議の運営に関する事項その他必要な事項は、座長

が定める。 

 

附 則 この規約は、平成２６年１０月３日から施行する。 

附 則 この規約は、平成２７年３月１７日から施行する。 



別紙１ 

 

 

 所 属 役 職 氏 名 

１ （一社）日本建設業連合会  北陸支部長 守田 進 

２ （一社）新潟県建設業協会 会長 本間 達郎 

３ （一社）富山県建設業協会 会長 近藤 駿明 

４ （一社）石川県建設業協会 会長 北川 義信 

５ （一社）建設コンサルタンツ協会  北陸支部長 寺本 邦一 

６ （一社）新潟県測量設計業協会 会長 古川 征夫 

７ （一社）富山県測量設計業協会 会長 佐渡 正 

８ （一社）石川県測量設計業協会 会長 新家 久司 

９ 新潟大学 工学部 建設学科 教授 佐伯 竜彦 

10 長岡技術科学大学 環境・建設系 教授 細山田 得三 

11 富山大学 工学部長 堀田 裕弘 

12 富山県立大学 工学部 環境工学科 准教授 手計 太一 

13 金沢大学 理工研究域 環境デザイン学類 教授 斎藤 武久 

14 金沢工業大学 環境・建築学部 環境土木工学科 教授 川村 國夫 

15 長岡工業高等専門学校 環境都市工学科長 教授 宮腰 和弘 

16 石川工業高等専門学校 環境都市工学科 教授 三ツ木 幸子 

17 新潟工業高校 校長 小杉 克彦 

18 新発田南高校 校長 中島 俊哉 

19 富山工業高校 校長 當流谷 正博 

20 小松工業高校 校長 佐藤 文夫 

21 金沢市立工業高校 校長 小酒 正明 

22 新潟労働局 職業安定部長 小松 桂子 

23 富山労働局 職業安定部長 岩橋 貴生 

24 石川労働局 職業安定部長 佐藤 雅文 

25 北陸地方整備局 局長 藤山 秀章◎ 

26 北陸地方整備局 企画部長 小口 浩 

27 北陸地方整備局 建政部長 藤田 昌邦 

28 信濃川河川事務所 事務所長 日下部 隆昭 

29 新潟国道事務所 事務所長 近藤 淳 

30 富山河川国道事務所 事務所長 松井 健一 

31 金沢河川国道事務所 事務所長 金澤 文彦 

32 北陸技術事務所 事務所長 佐藤 正之 

33 新潟県 土木部長 高橋 猛 

34 新潟県教育委員会 高等学校教育課長 飯田 昭男 

35 新潟県教育委員会 義務教育課長 大野 雅人 

36 富山県 土木部長 林 正之 

37 富山県教育委員会 県立学校課長 荒木 義雄 

38 石川県 土木部長 常田 功二 

39 石川県教育委員会 教育次長 兼 学校指導課長 竹中 功 

40 新潟市 土木部長 大沢 藤雄 

41 北陸地質調査業協会 理事長 大谷 政敬 

42 （一社）日本道路建設業協会北陸支部 支部長 河江 芳久 

 

 

 

 

北陸建設会の担い手確保・育成推進協議会 構成員 



別紙２ 

新潟県部会会員名簿 

 所 属 役 職 氏 名 

１ （一社）日本建設業連合会  北陸支部 総務委員 宇野 正修 

２ （一社）新潟県建設業協会 常務理事 岡村 幸弘 

３ （一社）建設コンサルタンツ協会  北陸支部 副支部長 中俣 孝 

４ （一社）新潟県測量設計業協会 副会長 山岸 陽一 

５ 新潟大学 工学部 建設学科 教授 佐伯 竜彦 

６ 長岡技術科学大学 環境・建設系 教授 細山田 得三 

７ 長岡工業高等専門学校 環境都市工学科長 教授 宮腰 和弘 

８ 新潟工業高校 校長 小杉 克彦 

９ 新発田南高校 校長 中島 俊哉 

10 新潟労働局 職業安定課長 平田 保 

11 北陸地方整備局 地方事業評価管理官 今野 和則 ◎ 

12 建政部 建設産業調整官 吉川 文義 

13 信濃川河川事務所 事務所長 日下部 隆昭 

14 新潟国道事務所 事務所長 近藤 淳 

15 北陸技術事務所 事務所長 佐藤 正之 

16 新潟県 土木部副部長（監理課長） 高橋 豊 

17 新潟県教育委員会 高等学校教育課長 飯田 昭男 

18 新潟県教育委員会 義務教育課長 大野 雅人 

19 新潟市 技術管理課長 笠巻 孝道 

20 （一社）新潟県地質調査業協会 理事 村尾 治祐 

21 （一社）日本道路建設業協会北陸支部 幹事長 赤池 利孝 

◎：部会長 

  



富山県部会会員名簿 

所 属 役 職 氏 名 

１ （一社）日本建設業連合会 北陸支部 広報委員 永田 健二 

２ （一社）富山県建設業協会 常務理事 生駒 秀和 

３ （一社）建設コンサルタンツ協会 北陸支部 副支部長 吉田 攻 

４ （一社）富山県測量設計業協会 副会長 栄 知之 

５ 富山大学 工学部長 堀田 裕弘 

６ 富山県立大学 工学部 環境工学科 准教授 手計 太一 

７ 富山工業高校 校長 當流谷 正博 

８ 富山工業高校 土木工学科長 帰山 寛 

９ 桜井高校 校長 高岡 陽一 

10 桜井高校 土木科学科長 稲垣 利治 

11 高岡工芸高校 土木環境科主任 内山 純治 

12 富山労働局 職業対策課長 森本 滋 

13 建政部 計画・建設産業課長 荒川 雅之 

14 富山河川国道事務所 事務所長 松井 健一 ◎ 

15 富山県 土木部参事・建設技術企画課長 村岡 清孝 

16 富山県教育委員会 県立学校課長 荒木 義雄 

17 富山県地質調査業協会 会長 津嶋 春秋 

18 （一社）日本道路建設業協会 北陸支部 幹事 林 和夫 

◎：部会長

石川県部会会員名簿 

所 属 役 職 氏 名 

１ （一社）日本建設業連合会 北陸支部 総務委員 齊藤 武文 

２ （一社）石川県建設業協会 常務理事 地中 浩 

３ （一社）建設コンサルタンツ協会 北陸支部 副支部長 新家 久司 

４ （一社）石川県測量設計業協会 専務理事 黒木 康生 

５ 金沢大学 理工研究域 環境デザイン学類 教授 斎藤 武久 

６ 金沢工業大学 環境・建築学部 環境土木工学科 教授 川村 國夫 

７ 石川工業高等専門学校 環境都市工学科 教授 三ツ木 幸子 

８ 小松工業高校 教頭 林 純一郎 

９ 金沢市立工業高校 校長 小酒 正明 

10 金沢市立工業高校 教頭 

11 石川労働局 職業対策課 雇用開発第一係長 北川 徹 

12 建政部 計画・建設産業課 課長補佐 池田 潤 

13 金沢河川国道事務所 事務所長 金澤 文彦 ◎ 

14 石川県 土木部 監理課 課長補佐 川幡 武文 

15 石川県教育委員会 学校指導課 課長補佐 平木 外二 

16 石川県教育委員会 学校指導課 指導主事 蓮本 秀樹 

17 （一社）石川県地質調査業協会 会長 尾蔵 博 

18 （一社）日本道路建設業協会 北陸支部 幹事 北川 隆明 

19 翠星高等学校 校長 山﨑 恵 

20 羽咋工業高等学校 校長 下根 浩明 

◎：部会長



 

「北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会」 

新潟県部会 実施要領 

 

本運営要領は、「北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会」規約 第６条で定める新潟県

部会（以下「部会」という。）において、会員間で円滑に調整・連携し、活動を進めるため

の事項を定めるものである。 

 

（構成員） 

第１条 部会の会員は、別紙１のとおりとする。 

 

（部会長） 

第２条 部会の部会長は、北陸地方整備局地方事業評価管理官をもってあたる。 

２ 部会長に事故があるときは、構成員のうちから部会長が指名する者が、その職務を代理

する。 

 

（会議） 

第３条 部会は、部会長が招集する。 

２ 会員は、あらかじめ指名した者を代理として会議に出席させることができる。 

３ 部会長が必要と認めるときは、会員以外の者に対し、部会に出席してその意見を述べ又

は説明を行うことを求めることができる。 

 

（建設系の大学・高専、高等学校を対象とした現場見学会等相談窓口の開設） 

第４条 建設系の大学・高専、高等学校（別紙２に定めた学校に限る）を対象とした新たな

取り組み実施時の相談窓口を開設する。（別紙２） 

２ 各学校の相談窓口事務所は、学校側から実施への相談を受けた場合は、必要に応じて各

機関・団体へ協力を要請し、会員間で連携し可能な範囲において、学校側への協力を行

うものとする。 

  なお、各校と各機関・団体の間での既存の関係で行っている取り組みについては、これ

まで通りの関係を継続していくものとする。 

  

（部会事務局） 

第５条 会議および部会の庶務は、北陸地方整備局企画部及び建政部が関係機関の協力を得

て処理する。 

 

（雑則） 

第６条 この規約に定めるもののほか、会議の運営に関する事項その他必要な事項は、部会

長が定める。 

 

附 則 この規約は、平成２７年６月２３日から施行する。 



別紙１ 

 

新潟県部会会員名簿 

 所 属 役 職 氏 名 

１ （一社）日本建設業連合会  北陸支部 総務委員 宇野 正修 

２ （一社）新潟県建設業協会 常務理事 岡村 幸弘 

３ （一社）建設コンサルタンツ協会  北陸支部 副支部長 中俣 孝 

４ （一社）新潟県測量設計業協会 副会長 山岸 陽一 

５ 新潟大学 工学部 建設学科 教授 佐伯 竜彦 

６ 長岡技術科学大学 環境・建設系 教授 細山田 得三 

７ 長岡工業高等専門学校 環境都市工学科長 教授 宮腰 和弘 

８ 新潟工業高校 校長 小杉 克彦 

９ 新発田南高校 校長 中島 俊哉 

10 新潟労働局 職業安定課長 平田 保 

11 北陸地方整備局 地方事業評価管理官 今野 和則 ◎ 

12 建政部 建設産業調整官 吉川 文義 

13 信濃川河川事務所 事務所長 日下部 隆昭 

14 新潟国道事務所 事務所長 近藤 淳 

15 北陸技術事務所 事務所長 佐藤 正之 

16 新潟県 土木部副部長（監理課長） 高橋 豊 

17 新潟県教育委員会 高等学校教育課長 飯田 昭男 

18 新潟県教育委員会 義務教育課長 大野 雅人 

19 新潟市 技術管理課長 笠巻 孝道 

20 （一社）新潟県地質調査業協会 理事 村尾 治祐 

21 （一社）日本道路建設業協会北陸支部 幹事長 赤池 利孝 

◎：部会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



建設系大学・高専、高等学校の担い手確保の取り組みに関する相談窓口事務所 平成２７年７月３日時点

相談窓口フロー

新潟大学

学校名

加茂農林

新潟県央工業

長岡国道事務所

信濃川下流河川
事務所

信濃川河川事務所長岡技術科学大学

新潟工業

長岡高専

新発田南

信濃川下流河川
事務所

阿賀野川河川
事務所

副所長

役職

新潟港湾・空港整備
事務所

okada-k84mi@mlit.go.jp

ooshita-y847x@pa.hrr.mlit.go.jp

建設専門官 岡田　謙一

副所長 大下善幸

渡辺　昌彦

副所長 南雲　克彦

高田河川国道
事務所

阿賀野川河川
事務所

信濃川下流河川
事務所

副所長高田河川国道
事務所

北陸地方整備局
担当事務所名 氏名

事業対策官 渡邉　一成

副所長 日野  充人

0250-22-2211

0258-36-4582 okada-k84mi@mlit.go.jp

watanabe-m84u@mlit.go.jp

nagumo-k847v@mlit.go.jp

025-266-7131(代)
025-266-7346(調)

025-523-3136

watanabe-k84pi@mlit.go.jp

watanabe-k84pi@mlit.go.jp

watanabe-m84u@mlit.go.jp

連絡先 備考

025-266-7131(代)
025-266-7346(調)

0250-22-2211

メールアドレス

watanabe-k84pi@mlit.go.jp

090-2562-6011 hino-m84tn@mlit.go.jp

okada-k84mi@mlit.go.jp

025－222－6111

0258-36-4582

塩沢商工

025-266-7131(代)
025-266-7346(調)

025-523-3136渡辺　昌彦

副所長 南雲　克彦

建設専門官 岡田　謙一

事業対策官 渡邉　一成

事業対策官 渡邉　一成

新津工業

高田農業

長岡国道事務所

上越総合技術

別紙２ 

学
校 

相
談
窓
口
事
務
所 

日本建設業連合会 

建設コンサルタンツ協会 

測量設計業協会 

新潟県 

・
・
・
・
・
・
・ 

建設業協会 

会員機関・団体 ①新たな取り組み等の

実施への相談等 

②学校側からの要望を踏ま

え、必要に応じて各機関・団

体へ協力を要請 

④相互調整 ③各機関・団体との調整 

北陸地方整備局 

労働局 

地質調査業協会 

日本道路建設業協会 

新潟市 

※本相談窓口は、担い手確保に関する取り組みについて、これまでに

各校と各機関・団体の間で築かれている既存の調整体制に変えるもの

ではありません。 
今まで関係を持っていない機関・団体の協力が必要な場合や、複数の

機関の協力が必要な取り組みなど、新たに実施を検討される場合の窓

口として設けます。 

mailto:okada-k84mi@mlit.go.jp
mailto:ooshita-y847x@pa.hrr.mlit.go.jp
mailto:okada-k84mi@mlit.go.jp
mailto:watanabe-m84u@mlit.go.jp
mailto:watanabe-m84u@mlit.go.jp
mailto:hino-m84tn@mlit.go.jp
mailto:okada-k84mi@mlit.go.jp


建設系大学・高専、高等学校の現場見学会担当機関

長岡技術
科学大学

建築・デザイン科
環境土木科

機械システム科
H27年度2年生から
土木系科目選択可

新潟大学 建設学科 北陸地整 日建連 新潟県 北陸地整 日建連

学校名 学科・定員 H27 H28 H29 H30

建設工学課程 新潟県 北陸地整 日建連 新潟県 北陸地整 信濃川

H31 備考 北陸地方整備局
担当事務所名

新潟県 長国

新発田南
土木工学科 北陸地整 新潟県 北陸地整 北陸地整 建設業協会

長岡高専 環境都市工学科 日建連 新潟県 北陸地整 日建連

新潟港湾

新潟工業
土木科 北陸地整 建設業協会 新潟県 建設業協会

建築工学科 建設業協会 建設業協会 建築系学科は在学
中１回

北陸地整

建築科建築コース 建設業協会 建築系学科は在学
中１回

上越総合技術 北陸地整 建設業協会 北陸地整 建設業協会 北陸地整 高田

建設業協会 信下

加茂農林 環境緑地科 建設業協会 北陸地整 建設業協会 北陸地整 新潟県

新潟県央工業 建設工学科 新潟県 建設業協会 北陸地整 新潟県

塩沢商工 機械システム科 建設業協会 北陸地整 建設業協会 建設業協会 北陸地整 長国

建設業協会 高田

新津工業 日本建築科 建設業協会 建設業協会

高田農業 農業土木科 建設業協会 北陸地整 建設業協会 北陸地整

阿賀野川

建築系学科は在学
中１回

信下

信下




